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R6.11.12 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局

ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け論点8の課題認識について

＜論点8 実効的なモニタリング・フォローアップの枠組み＞

（１）国際標準を巡る国際動向の効果的なモニタリング
 デジュール標準・フォーラム標準など、様々な場における国際標準の検討状況について、
我が国が気付かないうちに、他国により重要な領域で検討が進められるといった事態を避け
る一方、限られたリソースの中で、国際標準活動についての効率的・効果的なモニタリング
の枠組みの検討

（２）官民の国際標準活動の現状を把握するための指標等の整理と、そうした指標等に
基づくアジャイルな進捗点検、必要に応じた取組みの見直しの検討
 我が国の政府や企業等といった様々な主体による多様な国際標準活動の取組状況を把握するた
めのマクロ的な指標の有無や、そのデータアベイラビリティを検討するとともに、当該指標等に基づく進捗
状況を踏まえた柔軟かつ迅速なのフォローアップ枠組みについての検討

1

（※（１）～（２）は前回の論点整理の抜粋）

第４回国際標準戦略部会にてご意見・ご議論頂きたいポイント
①モニタリング及びフォローアップの枠組みについての基本思想（次ページ）
②WGの設置、およびWGでの検討内容・方向性（３ページ）
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け論点8についての今後の議論の方向性

2

１．ISO/IEC/ITUといったデジュール標準に加え、フォーラム標準を含む多種多様な国際
標準活動について、効果的にモニタリングを実施するためのスコープ、情報収集・情報共有
の枠組み

 あらゆる国際標準活動をモニタリングすることは現実的ではないと考えられることから、論点７で議論する
重要領域をメインにモニタリングを行うこととしつつ、新興領域等未だ立ち現れていない領域をカバーする
ための方策
これらの領域について、効率的にモニタリング（情報収集）を図る方法、及び、官民で得られたそれらの
情報を、情報管理に留意しつつ、共有するための枠組み（データプラットフォームなど）

２．我が国全体の国際標準活動のフォローアップのための指標・目標と、国家戦略に盛り込
まれた施策等の進捗を確認する枠組み

 国際標準活動の進捗については、これまでは、各国際標準のデジュール機関における幹事国数や提案
数・採択数などが指標的な役割。一方で、国際標準活動の目的や、国際標準化がツールであること等
に照らせば、市場の拡大や社会課題解決などの指標もあった方が望ましいことから、時間軸（短期・中
期・長期）やデータアベイラビリティを踏まえた指標の検討

 指標を踏まえた我が国としての目標値設定の適否（※中国では、国際標準平均制定周期や、国際
標準転化率、国家技術標準イノベーション基地数などの目標値を設定）

 国家戦略に盛り込まれた施策や目標・指標についての進捗管理や戦略見直しの枠組み
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付けモニタリング・フォローアップWGの設置について

3

（１）世界における国際標準活動を適宜適切にモニタリングするためのスキーム
（２）我が国における官民の国際標準活動について適切にフォローアップするための方法や指標
（３）（１）・（２）に付随する論点

我が国として国際標準に係る国家戦略を策定するにあたり、世界的な国際標準
活動に関するモニタリング・情報取集の仕組みや、国際標準活動に適した進捗管
理方法や指標、その評価方法についての検討を行う。

メンバー(案)

【座長候補】
［学識経験者］
渡部   俊也  東京大学 未来ビジョン研究センター 教授
立本   博文 筑波大学 ビジネスサイエンス系 教授
（他、２名程度）

［産業界］
中川     梓 一般財団法人 日本規格協会（JSA） 上席執行役員 規格開発本部 副本部長
羽生田 慶介 株式会社オウルズコンサルティンググループ 代表取締役CEO
小川 尚子 一般社団法人 日本経済団体連合会 産業技術本部 本部長
（他、２名程度）

開催内容

議論の対象

〇各省庁オブザーバー

スケジュール 今後、年内１回、年明け１回程度のWG開催を予定し、進捗状況は適宜部会にご報告。
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け参考：指標・目標・フォローアップの考え方（イメージ）

4

戦略実現に向けた
フォローアップ（FU）

目標として追求すべき結果指標は、国際標準化そのものではなくその結果の市場創出等にすることが考えられ
る。また、実効的なフォローアップのためには「採り得る打ち手」を評価（指標）の起点とすることが考えられ、
今後WGにて検討したい。

標準化活動の
情勢把握のための定点観測

「国家戦略」実行期間内に
採り得る打ち手の評価

データ取得方法（例）指 標（例）

施策の
進捗

戦略修正

• 例）経営や研究への組み込み
• 例）人材育成の取組
• 例）国際連携の取組

施
策
の
実
効
性

目
標
設
定
の
実
効
性

標準化というツールに拘泥せず
目的実現を図るという面からの評価

アウトカム

重要領域

• 「市場創出」結果としての
TAM（Total Addressable Market）

• 重要分野のルール形成における
影響力確保「管制高地」確保

指 標（例） データ取得・FU方法（例）

• 例）スコープの拡大
• 例）勝算の低い標準化

案件からの撤退

• 重要領域別の中期目標TAM（額）

• 「価値の定義」に相当する戦略的
ガイダンス規格の提案／進捗

指 標（例） データ取得・FU方法（例）

• （WGで個別討議）

• （WGで個別討議） • 担当省庁及び事務局で検討
部会で報告

• 担当省庁での確認 部会で報
告

• 領域ごとの標準団体等における進
捗状況を知財事務局が聴取
部会で報告

• 国際標準の提案数

• 議長／幹事国の引受数

• ISO／IEC／ITU別の
実績カウント

• 担当省庁／業界団体／知財事
務局が協力して算出 部会で
報告

※BRIDGE事業の対象となっているも
のは、BRIDGE事業で得られた情報も
活用する。
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【参考資料】
主な政府決定文書での指標例
及び海外事例
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R6.11.12 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局

ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け国際標準総合戦略（知的財産戦略本部・2006.12）
における取組状況の把握①

6

① 議長・幹事等の引受
国際標準化機関における国際標準の策定において、議長・幹事等が果たす役割は大きい。幹事国の引受数は、その国

の国際標準化活動への貢献を示す指標としても重要である。
ISO、IEC のTC 及びSC における幹事国の引受数は、着実に増加しているものの、2006 年現在でも、総ポスト数

902 の約6.7%に過ぎず、GDP世界第２位（約11%）である我が国の経済規模や技術力に見合った十分なものとは
言えない。TC、SC の議長、WG の主査についても同様であり、一層の取組強化が必要と考えられる。
一方、ITU-R、ITU-T では、SG 及びWP における議長、副議長の総ポスト数210 に対し、我が国は13%近い27 名

の議長・副議長職を占めている。しかし、RM のラポータでは、我が国は約6.3%（572 ポスト中36 名）を占めるに過ぎ
ず、若手の育成に課題を残している。
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け

7

② 我が国からの国際標準案の提案
国際標準化活動の活発さを図る別の指標として、国際標準案の提案数がある。ISO、IEC では、新たな国際標

準の策定は、NP(新業務項目提案)として行われる。IEC におけるNP 提案の割合は、2001 年、2003 年で
20%を超えるなど高い数値を示しているが、ISO では6～8%台に留まっている。
ITU における国際標準（勧告）案の提案である寄書数も、5～9%台に留まっており、改善の余地を残している。

国際標準総合戦略（知的財産戦略本部・2006.12）
における取組状況の把握②
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け日本型標準加速化モデル（日本産業標準調査会・基本政策部会 2023.6）
における取組状況の把握①

8

１．国際標準化活動 
（１）国際標準化機関における日本の位置付け 
国際的に通用する規格は、複数の機関で発行されているが、その中でも有力な機関が、ISO と IEC である。この２つの機
関は、国際的な標準化機関の代表であり、前者は電気・電子を除く広範な分野の規格を、後者は電気・電子分野の規
格を発行しているが、その発行規格は高い信用力を伴って、世界各国に受け入れられている。
我が国も ISO と IEC に加盟し、その運営に６つの常任理事国の一つとして参画するとともに、国際規格の発行にも積

極的に参加してきた。例えば、我が国は長年にわたり、ISO や IEC の上層（組織的な意思決定に関係する機関）に人
材を供出し続け、その組織運営に貢献してきた。これまでに、ISO 上層には会長２名、副会長３名、理事
６名、技術管理評議会（TMB）メンバー７名が就任している1。また、IEC 上層には会長３名、副会長３名の他、上
層ポストに平均７名/年が就任している。
上層以外では、例えば、国際規格の発行に重要な役割を果たす「国際幹事」について、図 1 のとおり、ISO では 80 ポ

ストで世界第４位、IEC では 23 ポストで世界第３位の地位を占めている。また、規格原案作成の最小単位である作業
部会（WG）については、例えば、図 2 のとおり、ISO では約 2,300～2,700 の部会のうち８～10％に相当する議長
ポストを確保している。IEC においても約 740 の部会のうち、約 16％に相当する議長ポストを確保している（2023 年
３月時点）。
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け日本型標準加速化モデル（日本産業標準調査会・基本政策部会 2023.6）
における取組状況の把握②

9
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け日本型標準加速化モデル（日本産業標準調査会・基本政策部会 2023.6）
における取組状況の把握③

10

しかしながら、今日の日本企業において、こうした取組や体制の整備、その前提となる「標準化活動の経営戦略への位置付
け」が実現しているとは言いがたい。
例えば、各社の市場形成力の実態を把握するための、経済産業省の調査結果によれば、自社の認識として、「経営計画

等において、ルール形成により新たな市場を創造する構想を盛り込んでいる」と回答した企業は３割弱にとどまっている。
また、純資産合計額上位 100 社を抽出し、各社の統合報告書において、経営戦略における標準化戦略の位置付けに

関する記載（中長期的な価値創造ストーリーの中での標準化活動の必要性、市場創出戦略やオープン＆クローズ戦略の
重要性、そのための体制整備や人材の育成・確保の取組等に関する記載）の有無を確認したところ、明示的な記載があった
のは６社にとどまっている。
企業の競争力の源泉である研究開発においても、標準化活動の位置付けは低い。企業へのアンケート調査によれば、「規

格等のグローバル標準化への対応」を研究・開発領域で重視する課題として捉えている企業は極めて少ない。また、研究開
発プロジェクトにおいて、標準化の効能に関する誤解や認識不足等により、戦略的活動が不十分な現状にある。 
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付け日本型標準加速化モデル（日本産業標準調査会・基本政策部会 2023.6）
における取組状況の把握④

11

企業の競争力の源泉である研究開発において、標準化への対応が重要であるという認識は、現時点では一般的とはなっ
ていない。例えば、「規格等のグローバル標準化への対応」を研究・開発領域で重視する課題として捉えている企業は、
1.5％にとどまっている。
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ＢＲＩＤＧＥ事業の建付けデジュール及びフォーラム標準に関する標準化活動の強化に資する調査
（総務省 2017）におけるITU-T等の取組状況の把握

12

2017 年 1 月から 2018 年 1 月までに提出された寄書について国別の寄書数のランキングを表 2-4 に示す。全寄
書数 2488 件における上位 10 か国の占める割合を図 2-2 に示す。
前研究会期と同様に中国の全寄書数に占める割合が 35％と多い。
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執行体制/進捗管理｜米は民間主導、欧中は官主導で推進。欧州は毎年結果を開示と、
進捗管理を厳密に実施
欧米中の標準化執行体制・進捗管理プロセス

執行体制

国務院直属機関であるSAMR(国家市場監督管理
総局)監督の下、SAC(中国国家標準化管理委員
会) が主導

• SAMR: 標準化活動の全体調整・監督
• SAC: 法律・政策・国家標準の立案・

改訂を担当する標準技術管理司と、
他国・地域の標準化組織に関わる業務を実
施する標準革新管理司に分岐

全体戦略はDG(Directorate General for 
Internal  Market, Industry, Entrepreneurship 
and SMEs)、領域戦略は各分野の担当が主導

• DG: 全体戦略の策定・調整
• High-Level Forum: 戦略協議・助言
• CENELEC(電気系)、ETSI(ICT系)等の委員

会が各分野の活動を推進

民間主導での推進を、ANSI(米国規格協
会)/NIST(米国標準技術研究所)が支援

• ANSI: 民間視点で標準化活動を調整(基準
策定や機関認定、進捗管理)

• NIST: 政府視点で標準化活動を調整(技術
に関する知識提供や基準策定)

進捗管理

国家戦略によって設定された全体戦略に対する目
標の進捗をSAMRとSACが定期的に検証をして進捗
状況を対外的に公表

• 国家標準平均制定周期: 18か月以内
• 国際標準転化率: 85％以上
• 国家技術標準イノベーション基地: 

50箇所以上

全体戦略と整合をさせた領域戦略についての進捗
結果をAnnual activity reportとして毎年開示

• Work stream毎に担当/重要性/課題/解決
手段/スケジュール等を明記

• 期待された成果/実際の成果を、
定性・定量情報をもって管理・報告

(今後調査予定)

中国 EU 米国

管理階層
10~15年スパンの中長期計画 (国家イノ
ベーション駆動発展戦略綱要 (2016-
2030))と5カ年計画を最上位に置き、実施
計画や実施方策を策定

10カ年の全体戦略(Europe 2020)に基づい
て、STI領域の分野戦略、戦略計画、実施
計画(Work Program)が階層的に定められ
る

大統領公約に基づいて各種横断的政策と
省庁別の政策の戦略計画、毎年度の実績
計画を策定

欧米中における進捗管理体制について①

13
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中国における進捗管理｜国家戦略によって設定された目標の進捗をSAMRとSACが定期的
に検証をして進捗状況を対外的に公表
中国：「国家標準化発展綱要」の概要と執行体制図

Source:東京大学未来ビジョン研究センター安全保障研究ユニット｢中国国家標準化発展綱要―政策的インプリケーションと今後の動向｣、国家标准化发展纲要
『国家標準化管理委員会 (SAC) 』、『地域情勢報告』中国政府HP、中国の政治

目標
2035年に向けた標準化の大方針を示す

• 長期目標 (2035年)
– 国際的に互換性があり、政府が引導し、

企業が主導し、社会が参与する中国の
特色ある標準化管理体系を構築

• 中期目標 (2025年)
– 標準の供給：「政府主導」から「政府・

市場双方による供給」へ
– 標準の運用：「産業と貿易」から「経済

社会全域」へ
– 標準化工作：「国内駆動型」から「国

内国際の相互推進」へ
– 標準化発展：「数と規模」から「質と効

果」へ
• 数値目標

– 国家標準平均制定周期: 18か月以内
– 国際標準転化率: 85％以上
– 国家技術標準イノベーション基地: 

50箇所以上

国家標準平均制
定周期

国際標準転化率

国家技術標準
イノベーション基地

進捗管理指標
18か月以内

85％以上

50箇所以上

設定目標
国家市場監督
管理総局
SAMR（国家
標準委SAC）
が主導し発表

国家市場監督
管理総局
SAMR（国家
標準委SAC）
が主導し発表

国家市場監督
管理総局
SAMR（国家
標準委SAC）
が主導し発表

管理責任者
• 「中国標準化発展年度報告

書」 は2019年より毎年公表
• 2020年の時点で、平均制定周

期は24ヶ月
• 2020年以降の進捗は未開示

• 「中国標準化発展年度報告
書」 は2019年より毎年公表

• 2023年の「中国標準化発展年
度報告書」で開示によると、
2023年末の時点で、82％に達
成している

• 「中国標準化発展年度報告
書」 は2019年より毎年公表

• 国家技術標準イノベーション基
地について、2022年年末の時
点で30個、2023年年末の時点
で、34個建設完了

進捗状況

欧米中における進捗管理体制について②

14

https://ifi.u-tokyo.ac.jp/wp/wp-content/uploads/2022/02/SSUessay_5_Wei20220209_JP.pdf
https://gkml.samr.gov.cn/nsjg/xwxcs/202110/t20211011_335474.html
http://www.gov.cn/zhengce/content/2015-12/30/content_10523.htm
http://21ccs.jp/jhand/hand2020_2bu_4_6.pdf
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R6.11.12 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局

EUにおける執行体制/進捗管理｜全体戦略はDGが立案。領域戦略はWS毎に専門機関
が主導し、毎年進捗結果を開示
欧州：執行体制図と進捗開示 (Workstream 7– Wind Powerの例)

Source: Internal Market, Industry, Entrepreneurship and SMEs - European Commission (europa.eu) 、 High-Level Forum on European Standardisation -
European Commission (europa.eu) 、Annual Activity Report for 2023 of the High-Level Forum on European Standardisation

執行体制図 (主導機関をハイライト)

DG

CENELEC

ド
イ
ツ

全体戦略に関する方針・
政策の立案、全体調整

密に連携

High-Level 
Forum

オ
ラ
ン
ダ

AIO
TI

CEN

ECO
S

T&
D

Europe

各国・機関・企業団体等
による標準開発・策定の

サポート

進捗開示

領域戦略に関する具体
的な標準の開発・策定

全
体
戦
略

全体戦略・優先事項に
関する議論・政策提言、

全体の進捗管理

領
域
戦
略

開示方法
• Annual Activity Report

にてWorkstream毎に基本
情報・進捗結果を整理

発行体
• High-Level Forum

項目
• Workstream名
• 推進役/サポート役

(機関・国・企業団体等)
• Workstreamの重要性
• 取り組む課題
• 解決手段
• タイムスケジュール
• 期待された成果
• 実際の成果

欧米中における進捗管理体制について③
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https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://commission.europa.eu/about-european-commission/departments-and-executive-agencies/internal-market-industry-entrepreneurship-and-smes_en
https://single-market-economy.ec.europa.eu/single-market/european-standards/standardisation-policy/high-level-forum-european-standardisation_en
https://single-market-economy.ec.europa.eu/single-market/european-standards/standardisation-policy/high-level-forum-european-standardisation_en
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
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